
 

（様式２－２） 

番 

号 
１．１ 

項

目 

南海トラフ、大阪湾断層帯の地震・津波及び上町断層地震・局地的豪雨に対する大阪市

のその後の取り組み状況を明らかにしてください。また、避難時の案内板表示を大き

くし、夜間でも見える工夫をして数を増やして設置してください。 

（回答） 

本市では、市設建築物（災害対策施設等）の耐震化の推進、防潮堤対策、雨水排水施設

の整備及び津波避難ビル・水害時避難ビルの確保などの対策を進めています。津波避難ビ

ル・水害時避難ビルは、これまでに約3,000 棟（令和８年３月31日時点）の施設を確保し

ています。  

災害時避難所案内板については、今後わかりやすい表示になるよう検討してまいりま

す。 

なお、影響範囲が本市にとどまらず広域にわたると考えられる南海トラフ巨大地震につ

いては「大阪府防災会議 南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会」（平成24 年度から25 

年度）、同じく断層帯地震については「大阪府自然災害総合防災対策検討委員会」（平成19 

年３月）において調査、検討を行っており、いずれも現在大阪府において見直しを行って

おります。 

担

当 
危機管理室 危機管理課防災計画グループ  電話：06-6208-7385 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
１．２ 

項

目 

防災に対する職員体制を充実させ、正規職員を増員配置してください。また、防災に関

する女性職員の人数を教えてください。 

（回答） 

本市におきましては、全ての部署において、防災を含めた様々な市政課題や複雑・多

様化する市民ニーズに対応するよう職員を配置しています。また、防災に関する業務に

従事する女性職員の人数について、全市的な取りまとめはしていませんが、人事配置に

おいては、様々な市政課題や市民ニーズに対応しながら組織として最大限のパフォーマ

ンスが実現できるよう、職員の適性や人材育成等を踏まえた適材適所の人事配置に努め

ています。 

担当 総務局 人事部 人事課（人事グループ） 電話：06-6208-7431 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
１．③ 

項

目 

旭区内各災害避難所の簡易テント・簡易トイレはあまりにも少なく、簡易エアー段ボ

ールベットを含めその保有数を教えてください。 

（回答） 

簡易テントについては、一避難所あたり 40基を配備しております。 

簡易トイレについては、環境局が 24 区の避難所等に配備しています。旭区においては

19の災害時避難所に４台ずつ配備されております。 

段ボールベットについては、現在避難所には配備していませんが、大阪市と西日本段ボ

ール工業組合との協定により、各避難所に供給されることとなっております。 

なお、旭区役所は有限会社茜装飾と災害救助物資の供給等に関する協定を締結してお

り、災害が発生した場合等には、テントや簡易ベッドなどを供給いただけるようになって

おります。 

 

 

 

担当 旭区役所 防災安全課  電話：06-6957-9007 

 

  



 

 

番 

号 
１．④ 

項

目 

夏場の猛暑対策は、大きな課題になっています。災害避難所の観点からも、小学校のエ

アコン設置工事を早く進めてください。 

（回答） 

猛暑時の大規模災害においては、避難が長期化した場合における高齢者等の要配慮者の

二次被害を防止するセーフティネットの観点から避難所生活の環境確保を図るため、そし

て、平時での教育現場における熱中症対策という観点においても効果的であることから、

令和２年度から令和４年度までの間に、災害時避難所に指定されている全 127市立中学校

の体育館への空調機設置工事を完了しました。 

 なお、令和６年能登半島地震を踏まえ、避難所となる小学校の体育館への空調設備整備

を本市教育委員会事務局において実施しており、令和９年度末までに設置する予定となっ

ています。このほか体育館の建替等工事を行う小学校については、その工事に合わせて空

調設備を設置する予定です。 

 

担当 旭区役所 防災安全課 電話：06-6957-9007 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
１．④ 

項

目 

夏場の猛暑対策は、大きな課題になっています。災害避難所の観点からも、小学校のエ

アコン設置工事を早く進めてください。 

（回答） 

猛暑時の大規模災害においては、避難が長期化した場合における高齢者等の要配慮者の

二次被害を防止するセーフティネットの観点から避難所生活の環境確保を図るため、そし

て、平時での教育現場における熱中症対策という観点においても効果的であることから、

令和２年度から令和４年度までの間に、災害時避難所に指定されている全 127市立中学校

の体育館への空調機設置工事を完了しました。 

 なお、令和６年能登半島地震を踏まえ、避難所となる小学校の体育館への空調設備整備

を本市教育委員会事務局において実施しており、令和９年度末までに設置する予定となっ

ています。このほか体育館の建替等工事を行う小学校については、その工事に合わせて空

調設備を設置する予定です。 

担当 危機管理室 危機管理課防災企画グループ 電話：06-6208-7358  

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
１．⑤ 

項

目 

避難所におけるプライバシー保護や感染症対策の強化を求めます。高齢者や女性、性

的マイノリティの方の安心安全に配慮してください。授乳室や男女別更衣室・トイレ

を設置してください。特に女性トイレを増やしてください。 

（回答） 

大阪市では、「避難所開設・運営ガイドライン」において、災害時避難所での女性更衣

室、授乳室や多目的トイレの設置など、高齢者や女性、性的マイノリティの方の視点を取

り入れた避難所運営について記載することで、地域での訓練や実際の避難所運営に取り入

れていただけるよう周知を図っているところです。 

また、避難所の運営は、地域住民による「避難所運営委員会（自主防災組織）」が担うこ

とになっておりますが、必要な備品の整備等、区役所としても高齢者や女性、性的マイノ

リティの方の安全・安心に配慮した避難所運営に向け、各地域自主防災組織や学校その他

関係先と連携し、進めてまいります。 

なお、男女別のトイレの個数等についても検討を重ねてまいります。 

 

担当 旭区役所 防災安全課 電話：06-6957-9007 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
１．⑥ 

項

目 

福祉避難所は昨年１２施設と協定締結していると聞きましたが、その後の進捗状況を

教えてください。 

（回答） 

大阪市では、「福祉避難所・緊急入所施設設置・運営マニュアル」において、災害時避難

所での高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、病弱者等で入院の必要や施設に入所するほど

ではないが、災害時避難所では生活に支障をきたす方々のために、何らかの特別な配慮が

されている避難所のことを「福祉避難所」と位置づけております。 

旭区では福祉避難所として、昨年度、新たに 1 施設と協定を締結し、現在１３施設と協

定を締結しております。避難に関しては直接の避難ではなく、一時避難場所等で安否確認

を行った後、災害時避難所に避難していただき、福祉避難所の運営体制や施設の状況によ

り、可能な範囲で受け入れていただくこととなります。 

 

 

担当 旭区役所 防災安全課  電話：06-6957-9007 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
１．⑦ 

項

目 

旭区における水害対策の取り組み状況及び水害避難所の拡充について、その進捗状況

を教えてください。また、水害避難所であるという表示を大きくして周知してくださ

い。 

（回答） 

旭区では、区内の小中学校、市営住宅、民間の施設（計 47ヶ所）を水害時避難ビルに

指定しております。民間の施設について、水害時避難ビルの指定にご協力いただける施

設を増やすべく、施設への説明、交渉を継続しております。 

また、地域で開催される防災講座において、水害について説明する時間を設けている

ほか、水害時ハザードマップを旭区役所防災安全課の窓口で配布する等、情報発信を行

っております。 

水害時避難ビル看板については、これまで蓄光式看板の採用や大型のピクトグラムの配

置など、周知されやすい表示に努めています。水害時避難ビルは、民間の施設管理者のご

協力をいただき指定しているため、掲出する位置やサイズにも配慮が必要となります。 

今後も、設置箇所の工夫など、わかりやすい表示になるよう努めてまいります。 

 

担当 旭区役所 防災安全課 電話：06-6957-9007 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
１．⑦ 

項

目 

旭区における水害対策の取り組み状況及び水害避難所の拡充について、その進捗状況

を教えてください。また、水害避難所であるという表示を大きくして周知してくださ

い。 

（回答） 

水害時避難ビル看板については、これまで蓄光式看板の採用や大型のピクトグラムの配

置など、周知されやすい表示に努めています。 

水害時避難ビルは、民間の施設管理者のご協力をいただき指定しているため、掲出する

位置やサイズにも配慮が必要となります。 

今後も、設置箇所の工夫など、わかりやすい表示になるよう努めてまいります。 

（※下線部について回答） 

担当 危機管理室 危機管理課防災計画グループ  電話：06-6208-7385 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
１．⑧ 

項

目 

旭区内における現地点での避難所数及び収容可能人員、一人当たりの居住空間を教え

てください。その際、テント活用、プライバシーが守れる収容人員も教えてください。 

（回答） 

旭区内の避難所数及び受入可能人数は次のとおりです。 

１ 清水小学校 1,583人 

２ 新森小路小学校 1,019人 

３ 古市小学校 716人 

４ 太子橋小学校 480人 

５ 大宮小学校 490人 

６ 大宮西小学校 935人 

７ 生江小学校 1,374人 

８ 城北小学校 1,532人 

９ 高殿小学校 880人 

10 高殿南小学校 1,044人 

11 旭東中学校 1,519人 

12 今市中学校 1,003人 

13 大宮中学校 2,873人 

14 旭陽中学校 2,206人 

15 旭高等学校 1,568人 

16 淀川工科高等学校 1,264人 

17 大阪工業大学 2,000人 

18 思斉支援学校 308人 

19 光陽支援学校 213人 

一人当たりの居住空間は、１．６㎡となっています。 

プライバシーが守られる収容人員の算定は困難ですが、内閣府の「避難生活における良

好な生活環境の確保に向けた取組指針」では、被災者に対する男女別のトイレ・更衣室・

洗濯干し場・授乳室・休養スペースの設置等によるプライバシーの確保など、生活環境の

改善対策を講じることとされています。また、プライバシーに配慮して診察を受けること

ができるよう、被災者のプライバシーの確保を徹底し、可能な限り診察スペースも設ける

ことが望ましい、女性の視点を踏まえた避難所運営として、プライバシーを確保する観点

から、間仕切りにより世帯ごとのエリアを設けることといったことが記載されています。 

なお、当区役所としましては、テントや間仕切り等の物資を要請、配備することで、一

人でも多くの避難者が安心して生活できるように努めてまいります。 

担当 旭区役所 防災安全課 電話：06-6957-9007 

 



 

 

番 

号 
１．⑨ 

項

目 

高齢者への防災対策を強化してください。高齢者ならではの防災グッツ表作成、安否

確認体制、避難誘導体制や各固定器具無料配布等。 

（回答） 

災害用備蓄物資については、大阪府域救援物資対策協議会「大規模災害時における救

援物資に関する今後の備蓄方針について」及び「大阪市避難所運営にかかる備蓄計画」

に基づき、高齢者食や大人用紙おむつを備蓄しているほか、民間事業者等との物資供給

にかかる協定等の締結を進め、需要に応じて必要な物資を柔軟に調達できるよう努めて

います。  

避難所運営については、「避難所開設・運営ガイドライン」において、高齢者等の要配

慮者の特性ごとに必要な対応を記載し、配慮事項の周知を図っております。 

また、日常生活において常時介助が必要であり、一般の災害時避難所では生活が困難

な方々のために、各区において福祉避難所の確保に取り組んでおります。  

災害発生時に自ら避難することが困難な避難行動要支援者の安否確認につきまして

は、小学校区域ごとに整理している「大阪市避難行動要支援者名簿」に基づき確認する

こととしています。安否が未確認の場合は区災害対策本部から自主防災組織に迅速に依

頼し、必要に応じて救出・救護、避難誘導等を指示することとしています。 

なお、安否確認につきましては、役割分担しながら効率的に情報を集約していくこと

が重要であることから、「避難行動要支援者の安否確認の手順（例）」を作成し、「自主防

災活動ガイドライン（大阪市）」にて周知を図っております。 

担当 旭区役所 防災安全課 電話：06-6957-9007 

 

  



 

 

番 

号 
１．⑨ 

項

目 

高齢者への防災対策を強化してください。高齢者ならではの防災グッツ表作成、安否

確認体制、避難誘導体制や各固定器具無料配布等。 

（回答） 

災害用備蓄物資については、大阪府域救援物資対策協議会「大規模災害時における救援物

資に関する今後の備蓄方針について」及び「大阪市避難所運営にかかる備蓄計画」に基づき、

高齢者食や大人用紙おむつを備蓄しているほか、民間事業者等との物資供給にかかる協定

等の締結を進め、需要に応じて必要な物資を柔軟に調達できるよう努めています。  

避難所運営については、「避難所開設・運営ガイドライン」において、高齢者等の要配慮

者の特性ごとに必要な対応を記載し、配慮事項の周知を図っております。 

また、日常生活において常時介助が必要であり、一般の災害時避難所では生活が困難な

方々のために、各区において福祉避難所の確保に取り組んでおります。  

災害発生時に自ら避難することが困難な避難行動要支援者の安否確認につきましては、

小学校区域ごとに整理している「大阪市避難行動要支援者名簿」に基づき確認することとし

ています。安否が未確認の場合は区災害対策本部から自主防災組織に迅速に依頼し、必要に

応じて救出・救護、避難誘導等を指示することとしています。 

なお、安否確認につきましては、役割分担しながら効率的に情報を集約していくことが重

要であることから、「避難行動要支援者の安否確認の手順（例）」を作成し、「自主防災活動

ガイドライン（大阪市）」にて周知を図っております。 

担当 危機管理室 危機管理課減災対策グループ 電話：06-6208-7380 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
２．２ 

項

目 

大阪市を住みにくいまちにし、ギャンブル依存症を増やすカジノ誘致は中止してくだ

さい。 

（回答） 

ＩＲは、ホテル、ＭＩＣＥ施設、レストラン、エンターテイメント施設、カジノ施設など、

多くの集客施設を民間事業者が一体的に整備・運営する複合型の施設であり、民間事業者の

活力と創意工夫を最大限に活かす民設民営の事業です。 

 大阪・夢洲でのＩＲ立地は、世界中から新たに人、モノ、投資を呼び込むものであり、持

続的な民間投資による経済波及効果に加え、幅広い産業分野の活性化など、大阪の経済成長

に大きく貢献するものです。 

 また、カジノ収益の社会還元として、納付金等の収入を、ギャンブル等依存症対策の充実

などの懸念事項対策をはじめ、子育てや教育、福祉、観光振興、地域経済振興など、住民福

祉の増進や大阪の成長に向けて広く活用することにより、府民・市民の暮らしの充実やさら

なる都市の魅力と国際競争力の向上を図ってまいりたいと考えております。 

 併せて、ギャンブル等依存症は、カジノがない現在においても喫緊に取り組むべき重要な

課題であり、ＩＲ誘致を契機に、既存のギャンブル等を含め依存症問題に正面から取り組

み、依存症対策のトップランナーをめざしていきます。 

 今後も引き続き、ギャンブル等依存症などの懸念事項へ万全の対策を講じながら、世界最

高水準の成長型ＩＲの実現に向けて取り組んでまいります。 

 

 

担当 
ＩＲ推進局 推進課 計画グループ    電話：06-6210-9234 

ＩＲ推進局 企画課 総務・企画グループ 電話：06-6210-9236 

 

  



 

 

番 

号 
２．３ 

項

目 

万博でパビリオン建設などの工事費未払い問題が解決していません。万博協会や行政

の責任で未払い問題を解決してください。 

（回答） 

 海外パビリオンの工事代金の未払いについては、個別に契約された当事者同士の問題で

あり、契約当事者でない本市が、契約当事者間における工事代金の未払いに関する事実関係

を認定することは難しいと認識しております。 

一般的に、建設工事に関し、紛争が生じた場合は、訴訟による解決のほか、建設業法の許

認可権限を持つ国や都道府県の関与のもとで紛争処理の仕組みが定められております。 

公益社団法人 2025年日本国際博覧会協会（以下「博覧会協会」という。）においては、こ

れらの相談を受けた場合は、事実関係の確認や情報提供、行政の紹介等を行い、この問題が

解決されるよう取り組まれております。 

さらに、相談者の負担を軽減するため、国や大阪府、博覧会協会等の関係者による一体

的な相談体制が構築されており、本市においても事業者等から相談があった場合は、引き

続き適切に相談窓口に案内し、相談者に寄り添った対応を行ってまいります。 

 

担当 経済戦略局 万博調整部 工務担当 電話：06-6690-7751 

 

  



 

 

番 

号 
２．４ 

項

目 
保健所を再度各区に１か所設置してください。 

（回答） 

本市では、平成 12年度から１保健所 24保健センター、平成 15 年度からは１保健所 24

保健福祉センターとする地域保健体制のもと、広域的・専門的・技術的支援は保健所、市

民に身近な保健サービスの提供は各区保健福祉センターが担い、機能分担、相互連携によ

り保健衛生事業を総合的・効果的に実施しております。  

今後も保健所と各区保健福祉センターとの役割分担と相互連携のもと、本市公衆衛生施 

策の充実に努めてまいります。 

 

担当 健康局 健康推進部 健康施策課 電話：06-6208-9951 

 

  



 

 

番 

号 
２．５ 

項

目 
大阪市の公衆衛生研究所として、環境科学研究所の機能を元に戻してください。 

（回答） 

平成 29年４月、大阪市立環境科学研究所の衛生部門と大阪府立公衆衛生研究所が統合し、

地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所が発足しました。令和５年１月には分散する二

つの施設を一元化し、最新の試験検査機器等の整備や人材の集積による検査能力の強化、研

究の高度化など、ハード・ソフト両面での機能強化を図ってきたところです。 

 本研究所は大阪府市の地方衛生研究所として、公衆衛生に係る調査研究、試験検査、研修

指導及び公衆衛生情報の収集、解析、提供等の業務を通じて、健康危機事象に積極的に対応

してまいりました。また、行政機関等へ科学的かつ技術的な支援を行い、住民の健康増進及

び生活の安全確保に取り組んでおります。 

今後も、西日本の中核的な地方衛生研究所として、健康危機に関わる情報収集と発信機能

の強化を図るとともに、疫学調査への支援や助言を積極的に行い、疫学解析研究の推進及び

試験検査に係る信頼性の確保に取り組んでまいります。 

担当 健康局 総務部 総務課（独立行政法人支援グループ） 電話：06-6208-7367 

 

  



 

 

番 

号 
２．６ 

項

目 

コロナなど急激な感染拡大が起こった際にも迅速に対応できるよう、大阪市として常

設の公的検査センター、発熱外来センターを市内に複数設置してください。 

（回答） 

新興・再興感染症の発生やまん延等に備え、令和４年 12月に改正された「感染症の予 

防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づき、平時から新興感染症への備え

を進めるとともに、有事には感染フェーズに応じて機動的に対応できるよう、令和６年３月

に「大阪市感染症予防計画」を策定したところです。  

検査体制及び人材養成、保健所の体制整備等の数値目標を設定するなど、感染症危機等へ

の対応可能な保健所体制等を構築し、感染症の発生及びまん延の防止に向けた取組みを進

めるとともに、大阪府などの関係機関と引き続き連携してまいります。 

担当 健康局 保健所 感染症対策課 電話：06-6647-0656 

 

  



 

 

番 

号 
２．⑧ 

項

目 
旭区は今後も「あさひあったかバス」を継続運行してください。 

（回答） 

 旭区におきましては、交通局（当時）による赤バス廃止に伴い、平成 25年度は旧赤バス

の旭ループを継承した「あさひあったかバス」を当区役所による委託事業として運行して

おりましたが、平成 26年度以降は民間バス事業者が事業を継承して運行しております。 

 当区役所といたしましては、「大阪市旭区バス運行経費補助金交付要綱」を定め、当該事

業者に対して、運行経費の一部を補助することで、事業の継続を支援しているところであ

り、引き続き、誰もが自分らしく、安心してともに暮らせるまちの実現をめざしてまいり

ます。 

 

 

担当 旭区役所 企画課 電話：06-6957-9683 

 

  



 

 

番 

号 
２．⑨ 

項

目 

旭区内の各種公園にあるトイレを子供や女性が安心して利用できるように清掃管理を

強め、建て替えも含めて検討してください。城北公園の未改修のトイレについても早

急な改修をお願いします。 

（回答） 

公園のトイレは、来園者が公園を快適に利用するための便益施設でありますが、一方で屋

外にあり、無人管理で、不特定多数の方が常時自由にご利用できるという特性をもった施設

です。そのため、自然現象等による汚損や、いたずら等により施設が破損されるケースも発

生しておりますので、定期的な清掃に加え、不具合等の発生状況に応じて修繕を行っており

ます。 

また、公園のトイレの建替えについては、耐用年数（鉄筋コンクリート造では概ね 50年）

を勘案しつつ、利用状況や施設の劣化状況を精査した上で、効率的・効果的に進めていく必

要があります。区内のトイレはおおよそ築 30年程度ですので、現時点では建替えを行う予

定はございません。 

さらに、大便器の洋式化を含めたトイレの改修には、設備配管の交換やトイレブースの割

付の変更などが重なり、大規模な改修が必要となることから、経年・使用による劣化具合、

予算状況等様々な観点を踏まえた上で検討しております。ご理解いただきますようお願い

いたします。 

担当 建設局 公園緑化部公園課 電話：06-6615-6866 

 

  



 

 

番 

号 
２．⑩ 

項

目 

旭区内の各種公園の植栽を豊かにし、地域の皆さんが楽しめる遊具やベンチを充実さ

せてください。 

（回答） 

本市では、公園樹を健全に育成し、樹木がもつ様々な機能効用が発揮されるよう、中長

期的な視点で戦略的に維持管理に取り組むため、令和７年 11 月に「大阪市街路樹・公園

樹マネジメント戦略」を策定しました。 

本戦略では、「①樹木の計画的な更新及び樹木更新にあわせた配置の適正化」、「②健全

な樹木の保全育成をめざした樹形及び管理水準の設定」、「③着実なＰＤＣＡによる持続的

な維持管理」、「④樹木の保全育成における多様な主体との連携と情報発信」を基本方針と

して定めており、旭区内の公園樹についても、樹木が植栽された環境にあわせた計画的な

更新・配置の適正化だけでなく、目標樹高・樹形や管理水準を定め剪定を行うなど、計画

的な維持管理に取り組んでまいります。 

（※下線部について回答） 

担当 建設局 公園緑化部 緑化課 電話：06-6615-6891 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
２．⑩ 

項

目 

旭区内の各種公園の植栽を豊かにし、地域の皆さんが楽しめる遊具やベンチを充実さ

せてください。 

（回答） 

公園の遊具やベンチ等の公園施設につきましては、周辺地域の利用状況や地域ニーズ等

を踏まえ、利用者の皆さまが安全にご利用いただけるよう、設置スペースの確保や効率的

かつ効果的な維持管理の観点から検討を行ったうえで、種類や規模を選定し、設置してお

ります。 

 今後、公園のリニューアルや公園施設の老朽化に伴う更新の際には、改めて上記の観点

から検討を行い、魅力的な公園施設の充実や整備について検討してまいります。 

（※下線部について回答） 

担当 建設局 公園緑化部公園課 電話：06-6615-6798 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
２．⑪ 

項

目 

学校や区役所等の公的施設のトイレは順次洋式に変えてください。また、生理用品、便

座クリーナー、男女共にサニタリーＢＯＸの設置を求めます。 

（回答） 

 老朽化した校舎を新しく建て替える際に洋式便器にてトイレを整備することはもとよ

り、建て替えに至らない校舎のトイレにつきましても、和式便器から洋式便器への改修を順

次進めております。 

 また、児童生徒が必要な時に保健室にて生理用品を対面及び非対面で受け取ることが

でき、安全安心に学校生活を送ることができるよう、全小中学校の保健室や職員室のほ

か、女子トイレ（個室含む）など、各校の実情にあった提供場所に常備するよう、生理用

品にかかる環境整備に取り組んでおります。 

（※下線部について回答） 

担当 
教育委員会事務局 総務部 施設整備課 電話：06-6208-9091    

教育委員会事務局 指導部 保健体育担当 電話：06-6208-9141  

 

  



 

 

番 

号 
２．⑪ 

項

目 

学校や区役所等の公的施設のトイレは順次洋式に変えてください。また、生

理用品、便座クリーナー、男女共にサニタリーBOXの設置を求めます。 

（回答） 

現在、庁舎設備の老朽化に伴い、トイレの改修工事を順次実施しており、令和７年度に１

階および３階のトイレ改修工事を行いました。 

令和８年度には、２階の多目的トイレ、令和９年度に２階のトイレ全面改修工事を予定し

ております。 

また、サニタリーＢＯＸについては、女子トイレ及び多目的トイレに設置しております。 

その他の要望につきましても、高齢者、障がい者、妊産婦、トランスジェンダー等のすべ

ての人が快適に利用できる環境づくりに努めてまいります。 

（※下線部分について回答） 

担当 旭区役所 総務課 電話：06-6957-9625 

 

  



 

 

番 

号 
２．⑪ 

項

目 

学校や区役所等の公的施設のトイレは順次洋式に変えてください。また、生理用品、

便座クリーナー、男女共に大きなサニタリーBOX の設置を求めます。 

（回答） 

旭区役所が所管する公共施設は不特定多数の方が利用する施設であり、トイレについて

は洋式便器を望まれる方がいらっしゃる一方、和式便器を望まれる方もいらっしゃること

から、現在は洋式便器と和式便器の両方を設置しております。 

施設の構造上、トイレの改修には配管を含めた大規模な改修が必要となりますが、老朽

化による建替えや大規模修繕時にトイレの改修を行う際は、和式便器から洋式便器への改

修や設置数の見直しを含め、様々なニーズに対応した整備を行ってまいります。 また、サ

ニタリーＢＯＸについては、女子トイレ及び多目的トイレに設置しております。 その他

の要望につきましても、高齢者、障がい者、妊産婦、トランスジェンダー等のすべての人

が快適に利用できる環境づくりに努めてまいります。 

（※下線部について回答） 

担当 旭区役所 地域課 電話：06-6957-9734 

 

  



 

 

番 

号 
２．⑫ 

項

目 

道路の白線が薄くなっているところは塗り替えてください。特に通園・通学路や子供

施設の周辺には、交通標識、道路標識、ガードレール等を整備してください。 

（回答） 

 本市では市民のみなさまが道路を安全・安心に通行していただけますよう、引き続き、令

和８年度も劣化している区画線補修の取り組みを進めてまいります。 

なお、区画線は経年劣化をしていくものであるため、状態監視をしながら計画的に補修して

いく取り組みを進めていきます。 

 また、横断歩道などの交通の規制及び指示に関するものは道路標示といい、公安委員会が

所管しておりますが、引き続き情報共有を行いながら連携した取り組みを進めてまいりま

す。 

また、市民のみなさまの安全な通行を確保し、日常生活や都市活動を安全で快適に行える

ように道路の交通安全対策に取り組んでおり、保育所等の施設周辺の交通安全対策につい

ては、施設関係者からの相談や要望に際して、大阪市関係局や大阪府警察本部と連携しなが

ら取り組んでまいります。 

 なお、通学路（小学校）の安全対策につきましては、令和 2 年 6 月に策定（令和 5 年 6 月

一部改訂）された「大阪市通学路安全プログラム」に基づいて、学校関係者や大阪府警察本

部、大阪市関係局（教育委員会、建設局、危機管理室、計画調整局）と連携しながら、各区

で実施される「合同点検」や「合同点検会議」に参加し、道路管理者にて必要と判断した箇

所において横断防止柵の設置、ガードレール等の設置、通学路標識の設置などの交通安全対

策を実施しています。 

 

 

担当 
建設局 道路河川部 道路課（交通安全施策担当）  電話：06-6615-6862 

建設局 道路河川部 道路課（道路維持担当）    電話：06-6615-6801 

 

  



 

 

番 

号 

 

２．⑫ 

項

目 

道路の白線が薄くなっているところは塗り替えてください。特に通園・通学路や子供

施設の周辺には、交通標識、道路標識、ガードレール等を整備してください。 

（回答） 

道路の白線を管轄する官庁は、旭警察署となります。 

現在、当区役所としても「大阪市通学路安全プログラム」に基づいて、３～５年のスパ

ンで全小学校区 10 地域を順次、小学校、旭警察署、建設局中浜公営所との４者合同で通

学路を点検しております。 

令和８年度に新たなプログラムが始まり、今年度は区内２校下の点検を実施しておりま

す。薄くなった道路標識(白線等)で判別しにくくなった部分について個所付けを行い、旭

警察署(一部交差点マーク等は建設局)として、今年度の塗り直しがすでに決定しておりま

す。 

今後とも子どもたちの安全と保護者、学校、地域の皆さんが安心して見守れる、通学・

通園できる環境整備に引き続き努めてまいりたいと思います。 

なお、ガードレール等の整備につきましては、道路の幅員、形態等によって道路規制と

して設置できる場所、できない場所があり、現状の道路状態となっていると考えておりま

す。仮に必要であるという箇所があれば、具体的に申し出ていただき、その設置の可否等

について管轄する官庁に問合せし、協議して参りたいと思います。 

 

 

担当 旭区役所 防災安全課 電話：06-6957-9007 

 

  



 

 

番 

号 
２．⑬ 

項

目 

自転車通行の罰則規則が始まりましたが、歩行者も自転車も安全に通行できる道路整

備を進めてください。また自転車用ヘルメット購入に補助金がつくよう要請してくだ

さい。 

（回答） 

本市の自転車通行環境整備は、「歩道上の歩行者の安全確保を最優先とし、歩行者と自転

車の通行空間を分離すること」を目的に、まずは、大阪市内の周辺部より事故発生頻度の高

い市内中心部の幹線道路において、自転車交通量や自転車関連事故の多い路線を選定し、緊

急対策として、青矢羽根、自転車マーク及び矢印等の路面表示を連続的に設置する環境整備

に取り組んでおり、令和６年度末までに約 65km完成しております。 

今後の自転車通行環境整備にあたっては、歩行者と自転車の通行空間の分離に加えて、

「車道を通行する自転車の安全性向上を図るため、自転車と自動車の通行空間を分離する

こと」を目的に、道路幅員の余裕や前後の区間の整備形態等を考慮して、より安全性の向上

が期待できる整備形態(自転車道や自転車通行帯等)の検討を進めてまいります。大阪府警

察とも協議のうえ、歩行者・自転車・自動車にとって、より安全に通行できる通行空間の確

保について検討を進め、安全な自転車通行空間の確保に努めてまいります。 

（※下線部について回答） 

担当 建設局 道路河川部 道路課（交通安全施策担当）  電話：06-6615-7699 

 

  



 

 

番 

号 
２．⑬ 

項

目 

 

自転車通行の罰則規則が始まりましたが、歩行者も自転車も安全に通行できる道路整

備を進めてください。また自転車用ヘルメット購入に補助金がつくよう要請してくだ

さい。 

（回答） 

本市では、道路整備につきましては、所管の建設局が、「大阪市自転車通行環境整備計画」

を策定し、自転車通行環境の整備に取り組んでおります。 

なお、旭区役所としましては、安全で安心なまち旭区をめざし、自転車通行マナー向上の

啓発を、警察、地域住民の皆様とともに定期的に実施してまいります。 

 

自転車用ヘルメット購入の補助金の要請をいただいておりますが、旭区役所としまして

は、警察、地域住民の皆様とともに、幼児・児童の保護者や高齢者をはじめ、全ての年齢層

の自転車利用者に対して、ヘルメットの着用を啓発してまいります。 

 

 

 

担当 旭区役所 防災安全課  電話：06-6957-9007 

 

  



 

 

番 

号 

 

２．⑭ 

項

目 

 

ありんこ保育園、ありんこ第 2 保育園前の道路にキッズゾーン、またはそれに代わる

処置を検討してください。 

 

（回答） 

令和元年５月に大津市において、散歩中の園児らが死傷した交通事故を受け、国からの

通知により、未就学児の移動経路における緊急安全点検を実施し、対策が必要な箇所には

交通管理者および道路管理者による対策が講じられる等、安全・安心な子育て環境の整備

の取組を進めています。 

なお、キッズ・ゾーンについては、国からの通知において保育所等の周囲半径500 メー

トルを原則として設定するとされておりますが、本市には相当数の保育施設が存在するた

め、本市内の多くの範囲がキッズ・ゾーンとなることから、形骸化し効果が期待できない

ものと思われます。 

よって、本市においては、未就学児の移動経路において、対策が必要な危険箇所がある場

合は交通管理者および道路管理者による対策の取組を進めています。 

 

 

担当 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6361-0752 

 

  



 

 

番 

号 
２．⑮ 

項

目 

熱中症対策として、区内にある公的施設の「クーリングシェルター」に椅子

や給水スポットを設置してください。民間協力施設を含め、「クーリングシ

ェルター」としての表示をわかりやすくしてください。 

（回答） 

旭区役所では、休憩や水分補給をしていただけるスペース「涼ん処（すずんどこ）」を設

置しております。なお、休憩場所の提供は通年実施しております。 

クーリングシェルターの表示につきましては、区役所正面玄関に掲示しておりましたが、

表示が小さかったため、より見やすいよう拡大した表示を令和８年９月より同玄関に掲示

しております。 

（※下線部分について回答。） 

担当 旭区役所 総務課  電話：06-6957-9625 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
２．⑮ 

項

目 

 

熱中症対策として、区内にある公的施設の「クーリングシェルター」に椅子や給水ス

ポットを設置してください。民間協力施設を含め、「クーリングシェルター」として

の表示をわかりやすくしてください。 

（回答） 

旭区民センターでは、受付前に一時休憩スペースを設けております。また、同フロアに

は自動販売機コーナーを設けております。クーリングシェルターについては、クーリング

シェルターシール等で表示を行っております。 

 

担当 旭区役所 地域課 電話：06-6957-9734 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 

 

２．⑮ 

項

目 

 

熱中症対策として、区内にある公的施設の「クーリングシェルター」に椅子や給水スポ

ットを設置してください。民間協力施設を含め、「クーリングシェルター」としての表

示をわかりやすくしてください。 

（回答） 

「熱中症特別警戒アラート」発表期間中に暑さをしのぐための施設「クーリングシェル

ター」として、令和８年９月 16日現在で、区内で本市施設３か所、民間施設３か所、合計

６か所を指定しています。 

このうち本市施設につきましては、全ての施設でクーリングシェルターであることを示

すステッカーを掲示しております。また民間施設３か所については、指定の際に、当該ス

テッカーをお渡しし、施設の入口や指定場所付近に貼る等、掲示いただくよう要請してい

ます。 

今後とも、クーリングシェルターの指定拡大を図るとともに、本市施設以外の施設を指

定する際には、当該ステッカーをお渡しし、市民に分かりやすく掲示いただくよう要請し

てまいります。 

（※下線部について回答）  

 

担当 環境局 環境施策部 環境施策課 電話：06-6630-3467 

 



 

 

番 

号 
２．⑯ 

項

目 

 

区役所業務を充実させるため正規職員を増やしてください。現在の旭区役所内の正規職

員、非正規職員、民間委託者の人数を明らかにしてください。 

（回答） 

本市では、令和６年３月に策定した「新・市政改革プラン」の下、スリムで効果的な業務

執行体制の構築に努めておりますが、技能労務職員以外については、本市重点施策の推進

や臨時的事象への対応など、市長が特に必要と認める場合には、職員数を増員して対応し

ています。 

技能労務職員については、「民でできることは民で」という考えの下、将来にわたって必

要最低限となる職員数を適宜精査し、委託化、効率化を図りながら、削減を進めています

が、災害時対応など公の責任を果たすという観点から、将来にわたって直営が必要となる

部門において、職員の高齢化や技術の継承等の課題を踏まえ、令和５年度より採用を再開

し、現在も継続しています。 

また、一定の期間内に終了することが見込まれる業務や、特定の学識・経験を要し常時

勤務を必要としない業務及び臨時の業務等については、任期付職員や会計年度任用職員、

臨時的任用職員等の活用を図っています。 

（※下線部について回答） 

担当 総務局 人事部 人事課（人事グループ） 電話：06-6208-7431 

 

  



 

 

番 

号 
２．⑯ 

項

目 

区役所業務を充実させるため正規職員を増やしてください。現在の旭区役所

内の正規職員、非正規職員、民間委託者の人数を明らかにしてください。 

（回答） 

令和８年10月１日現在、旭区役所に在籍する職員は271名で、その内訳は次のとおりで

す。 

 

・本務職員 169名 

・再任用職員 10名 

・臨時的任用職員 4名 

・会計年度任用職員 71名 

・民間委託者 17名 

 

なお、民間委託者以外はすべて本市職員（公務員）としての身分を有する者です。正規

職員・非正規職員の明確な定義はございませんが、任用期間の定めがあるという点で見る

と、本務職員（62.3％）、その他職員（31.4％）そして民間委託者（6.3％）で分けられま

す。 

（※下線部分について回答。） 

担当 旭区役所 総務課 電話：06-6957-9625 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
２．⑰ 

項

目 

 区民の声を区政に反映するため、区政会議委員の公募委員を増やしてください。   

公募委員採用は抽選制にしてください。 

（回答） 

旭区区政会議は、委員の意見の多様さを確保するため、また、限られた会議時間の中でも

委員による意見交換等を十分に行うことができるよう、区政会議の運営の基本となる事項

に関する条例第４条第２項及び区政会議の委員の定数の基準及び会議録等の公表等に関す

る規則（以下「規則」という。）第３条第１項に基づき、旭区区政会議運営要綱（以下「要

綱」という。）第３条第２項において委員の定数を 30名と定めています。 

また、多様なご意見を反映するとともに会議運営の客観性・透明性を確保するため、規則

第３条第２項に基づいた要綱第３条第３項により、４名の方を公募委員として委託してい

ます。 

条例・規則の趣旨を踏まえ、委員のバランスを考慮し、区民の皆さまの多様な意見が適切

に反映されるよう努めてまいります。 

 また、公募委員の選考につきましては、委員としてふさわしい人物を適正かつ公平に選

考するため、旭区区政会議公募委員選考会設置要綱に基づき、旭区区政会議公募委員選考

会を設置し、申込み時に提出された応募者の応募動機及び「旭区運営方針」に定めた目標

に対する意見や考え方について、各選考委員が評価項目ごとに評定し、得点合計の上位の

者から選考することとしています。 

 引き続き、選考の透明性・公平性の確保や委員構成の多様性の観点から妥当性を確認し

たうえで、公募委員の選考を行ってまいります。 

担当 旭区役所 企画課 電話：06-6957-9683 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
３．１ 

項

目 

大阪の教員不足が毎年課題になっています。正規教職員を増やし、一人ひとりの子ど

もに行き届いた教育を実施するため、大阪市独自で２０人学級の少人数学級を進めて

ください。 

（回答） 

 公立小学校・中学校及び義務教育学校における学級編制は、「公立義務教育諸学校の学

級編制及び教職員定数の標準に関する法律」及び「同施行令」に基づいて、通常学級につ

いて、今年度は小学校及び義務教育学校前期課程は１学級 35 人を標準とし、中学校及び

義務教育学校後期課程は１年生（義務教育学校は７年生）で 35人、２年生と３年生（義務

教育学校は８年生と９年生）で 40人が標準とされております。 

中学校及び義務教育学校については、文部科学省において学級編制標準の引き下げによ

り、今年度から計画的に 35 人学級を実現することとしており、今後も適切に対応してま

いります。 

学級編制の標準の引き下げは、義務教育国庫負担制度の趣旨に基づき、国の責任におい

てその財源措置と共に実施されるべきと考えております。 

また、教員不足については、本市としても課題と認識しており、教職の魅力を発信する

ため、大学や高校等での PR 活動や魅力発信イベント・相談会などを実施しているほか、

大阪メトロ・JRの駅構内・車両内への広告掲載などの取組を行っております。 

今後も引き続き、教員不足の解消のため、様々な取組を通じて教員の確保に努めてまい

ります。 

 

担当 
教育委員会事務局 総務部 学事課 電話：06-6208-9114 

教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当 電話：06-6208-9125 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
３．２ 

項

目 
小・中学校の統廃合や小中一貫校計画はやめてください。 

大阪市では、有識者等で構成する「大阪市学校適正配置審議会（以下「審議会」という。）」

からの答申をふまえ、子どもたちが将来、社会生活を営むうえで必要な社会性や困難に立ち

向かう力を獲得して成長していくために、学校は一定の集団規模であることが必要なこと

から、学校配置の適正化に取り組んでいます。 

今後、さらなる少子化が見込まれるなか、将来を見据え、持続的に良好な教育環境を提供

していくため、学校配置の適正化に関係する方々が、児童の教育環境の改善を第一に、適正

配置の着手の基準や進め方について、ルールを共有して取組を進める必要があることから、

令和２年４月に「大阪市立学校活性化条例（以下「条例」という。）」を改正施行し、あわ

せて大阪市立小学校の適正規模の確保に関する規則を制定しました。 

小学校の配置の適正化に取り組む中で、中学校でも小規模化の進行が見られていたとこ

ろ、審議会から令和６年３月に中学校の配置の適正化に係る意見書が教育委員会に提出さ

れました。 当該意見書を踏まえ、新たに中学校の適正規模に関する事項を規定するため、

令和７年４月に条例を改正しました。 

学校配置の適正化の検討につきましては、ニアイズベターの考え方のもとに、区担当教育

次長である区長のリーダーシップの下、学校再編整備計画を策定、公表のうえ、保護者・地

域の皆さまからご意見を聴くこととしており、教育委員会としましては区役所と連携し、児

童の良好な教育環境の確保及び教育活動の充実に努めてまいります。 

 なお、小中一貫校につきましては、小・中学校間でめざす子ども像を共有し、小・中

学校９年間の系統的・連続性に配慮した教育に努めているところです。 

 

 

担当 
教育委員会事務局 総務部 学事課  電話：06-6208-9111 

教育委員会事務局 初等・中学校教育担当 電話：06-6208-9197 

 

 

  



 

 

番 

号 
３．３ 

項

目 

 

競争主義のテスト漬け教育は学力向上に役立っていません。全国学力・学習状況調査、大阪

府中学生チャレンジテスト、大阪市中学校３年生統一テスト、大阪市小学校学力経年調査等

を中止してください。 

（回答） 

「全国学力・学習状況調査」については、義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点か

ら、全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を検証し、その

改善を図るとともに、学校における児童生徒への学習指導の充実や学習状況の改善等に役立て、

さらにそのような取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立するために実施

しております。 

「中学生チャレンジテスト」については、大阪府教育庁が、府内における生徒の学力を把握・

分析することにより、大阪の課題の改善に向けた教育施策及び教育の成果と課題を検証し、その

改善を図るために実施しております。加えて、調査結果を活用して大阪府公立高等学校入学者選

抜における評定の公平性の担保に資する資料を作成し、市町村教育委員会及び学校に提供してお

ります。 

さらに、学校が、生徒の学力を把握し、生徒への教育指導の改善を図り、生徒一人一人が自ら

の学習到達状況を正しく理解することにより、自らの学力に目標を持ち、その向上への意欲を高

めることも目的としております。 

本市教育委員会といたしましては、今後も大阪府教育庁と連携し、生徒の適切な評価を行うた

め、実施してまいります。 

なお、「大阪市中学校３年生統一テスト」は令和３年度より実施しておりません。 

「大阪市小学校学力経年調査」については、児童及び保護者が、自身及び子どもの学習理解度

及び学習状況等を知り、目標を持って主体的に学習に取り組めるようにする、各学年について統

一した問題を実施することにより、児童一人一人の学習理解度及び学習状況等を客観的・経年的

に把握・分析し、学校における授業改善や児童一人一人に応じたきめ細かな指導の充実等を図り、

組織的かつ継続的な学力向上施策の検証改善サイクルを確立する、幼小中高における学びの連続

性を確保する観点から義務教育段階で身に付けておかなければならない力を確実に定着できる

ようにする、児童の学習理解度及び学習状況等を把握し、各校の課題や教員の指導力に応じた支

援の充実を図る等の目的で実施しております。なお、今年度より、児童の負担感を考慮し、社会・

理科を廃止し、国語・算数・英語のみの実施としております。 

本市教育委員会といたしましては、小学校の早い段階から一人一人の学習状況を把握し、客観

的エビデンスに基づく継続した指導を行うため、これらの施策等が必要である と考えておりま

す。 

担当 教育委員会事務局 指導部 初等・中学校教育担当 電話：06-6208-9186 

 

  



 

 

番 

号 
３．４ 

項

目 

不登校や発達に関する相談についての充実を図ってください。また、各小・中学校に一人

以上の専門職員を配置してください。 

（回答） 

本市といたしましては、不登校児童生徒の保護者が悩みを抱えて孤立しないように、適切な

情報把握や支援を受けられるようにすることが重要であるという認識のもと、令和６年４月よ

り、学びの多様化学校である大阪市立心和中学校内に登校支援室「なごみ」を設置し、児童生

徒・保護者・学校からの相談対応をはじめ、教育支援センターや保護者の会、フリースクール

等の関係機関との連携を進めております。併せて、保護者の不安を和らげられるよう、スクー

ルカウンセラーやスクールソーシャルワーカーが関係機関等と連携して保護者を重層的に支援

するよう取り組んでおります。 

今後も引き続き、児童生徒及びその保護者に必要な情報をわかりやすく提示できるような

周知の工夫に努めてまいります。 

発達に関する相談体制として、特別支援教育に関する巡回指導を実施し、各校園からの相談

ニーズに応じ、臨床心理士、公認心理師、作業療法士、理学療法士、言語聴覚士、特別支援教育

士等が学校園を巡回し、各専門領域からの助言を行っております。 

また、保護者様からの相談等に関しましては、インクルーシブ教育推進室の相談員等が、電

話や来所による相談に応じております。 

 

 

担当 
教育委員会事務局 指導部 教育活動支援担当生活指導グループ 電話：06-6208-9174 

教育委員会事務局 指導部 インクルーシブ教育推進担当 電話：06-6327-1009 

 

  



 

 

番 

号 
３．５ 

項

目 
中学校給食は親子方式ではなく、自校直営方式で実施してください。 

（回答） 

本市の学校給食につきましては、給食調理設備を有する学校で調理した給食を他の学校

に搬送する親子方式と自校調理方式を合わせた「学校調理方式」により提供しており、学

校給食の水準を確保しつつ、210校の小学校・中学校・小中一貫校において、民間事業者へ

の委託により実施しております。 

委託校にあっても、給食実施は直営と同様に安全衛生面に十分に配慮された本市の給食

調理・衛生管理マニュアル等に基づいて行われており、学校行事への協力や、生徒への声

かけなども行われ、これまでと変わらない学校教育の一環としての学校給食を提供してお

ります。 

今後も引き続き、適切な業務管理に留意しつつ、本市の担うべき責任を遂行しながら、

「安全・安心でおいしい給食」の提供が効果的・効率的に実施できるように進めてまいり

ます。 

 

担当 教育委員会事務局 指導部 保健体育担当 電話：06-6208-9143 

 

  



 

 

番 

号 

 

３．⑥ 

項

目 

小学校の講堂・体育館にエアコンを設置することになっていますが、その進捗状況を

教えてください。 

（回答） 

旭区内の小学校（10 校）の講堂・体育館における空調設備の設置については、体育館の

改修工事と合わせて設置する１校を除いて、令和９年度末までに設置する予定となってお

ります。 

なお、令和８年８月末時点で１校に設置済みです。 

担当 教育委員会事務局 総務部 施設整備課 電話：06-6208-9063 

 

  



 

 

番 

号 

 

３．⑦ 

項

目 
旭区内の小・中学校におけるトイレ洋式化進捗状況を教えてください。 

（回答） 

令和７年度末現在、旭区の小・中学校のトイレ洋式化率は 65．6％となっております。 

 

 

担当 教育委員会事務局 総務部 施設整備課 電話：06-6208-9091 

 

  



 

 

番 

号 
３．⑧ 

項

目 
旭区内の小・中学校の女子トイレに生理用品を無償で配布してください。 

（回答） 

大阪市立学校においては、児童生徒が必要な時に保健室にて生理用品を対面及び非対

面で受け取ることができ、安全安心に学校生活を送ることができるよう、全小中学校の保

健室や職員室のほか、女子トイレ（個室含む）など、各校の実情にあった提供場所に常備

するよう、生理用品にかかる環境整備に取り組んでおります。 

担当 教育委員会事務局 指導部 保健体育担当  電話：06-6208-9141 

 

  



 

 

番 

号 

 

３．９ 

項

目 

保育所における子どもの安全確保と職員の待遇改善の観点から保育士の配置基準を０

歳児２：１、１歳児４：１、２歳児５：１、３歳児１０：１、４～５歳児１５：１に改

善してください。 

（回答） 

保育士の配置基準については、国の「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」をもと

に、「大阪市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例」を定めており、保育

所や地域型保育事業等の保育士等配置基準は国基準に適合したものとなっています。 

保育の質の確保という点において、保育士の配置基準は重要であると考えております

が、保育士の配置基準の改善は全国的な課題であるとともに、継続的に実施する必要もあ

りますので、国において推進されるべきものと考えております。 

令和６年度より３～５歳の配置基準が改善されたところですが、さらなる配置基準の改

善がなされるよう他都市と連携を図り、国に対して引き続き要望してまいります。 

なお、１歳児については、国の配置基準が６：１であるところ、大阪市独自事業として予

算化を行い、５：１の配置基準を充足していると確認できる場合において、通常の運営費に

上乗せして必要な経費を給付しております。 

 

担当 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8018 

 

  



 

 

番 

号 
３．10 

項

目 

全ての保育所に園の持ち出しなしで、正規職員で看護師を配置できるよう市として財

政措置をとってください。 

（回答） 

看護師配置については、現在、民間の保育所・認定こども園の全施設を対象に、看護師

等の配置に必要な人件費を支援する「保育所等の事故防止の取組強化事業（看護師等配

置）」を行っております。 

また、国において推進されるべきものと考えており、公定価格において、看護師配置の

加算制度が創設されるよう国に対して要望しております。 

 

担当 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8259 

 

  



 

 

番 

号 
３．11 

項

目 

保育所向けに物価高騰に対する予算措置をとってください。水道料金の減免措置を復

活させてください。 

（回答） 

令和５・６年度においては、国の重点支援地方交付金を活用し、各施設に対して負担増加

に対する支援を実施し、令和７年度においては、子ども・子育て支援制度において「運営継

続支援臨時加算」が創設されましたが、当該年度限りとされております。 

そんな中、令和８年度公定価格においては、前年度から＋1.5％の改定となりましたが、

長期化する物価高騰が各施設に与える影響を的確に把握し、国や府の動きを注視し、本来公

定価格において物価高騰分を含めた単価設定をすべきものであるため、適切な単価改定に

ついて、国へ要望してまいります。 

（※下線部について回答） 

担当 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8352 

 

  



 

 

番 

号 
３．11 

項

目 

保育所向けに物価高騰に対する予算措置をとってください。水道料金の減免措置を復

活させてください。 

（回答） 

本市では、エネルギー・食料品価格等の物価高騰に対して、日常生活や事業活動に広く使

用される上下水道の料金負担を軽減する支援策を令和７年度に実施しました。 

具体的な支援策の内容は、本市と給水契約のある方を対象とした、令和７年 10月検針分

から 12 月検針分までの３か月間における各月の水道料金の基本料金 935 円及び下水道使

用料の基本額 605 円の減額です。 

再度の減額に関しては、国の施策の動向等を注視し、総合的に判断してまいります。 

今後とも、都市基盤の機能拡充に努め、将来にわたり安心・安全な市民生活に寄与する

上下水道事業を構築してまいりますので、ご理解・ご協力をお願いいたします。 

（※下線部について回答） 

 

担当 

市民局 総務部 総務担当             電話：06-6208-7314 

水道局 総務部 お客さまサービス課 営業企画担当 電話：06-6616-5473 

建設局 下水道部 調整課 経営企画担当      電話：06-6615-7545 

 

  



 

 

番 

号 
３．⑫ 

項

目 

放課後児童クラブ（学童保育）について募集案内チラシを学校を通じて配布できるよ

う便宜を図ってください。 

（回答） 

放課後児童クラブの実施場所や連絡先をまとめたパンフレットを作成し、各区へ配布す

るほか、各小学校への情報提供を行うとともに、事業を所管しているこども青少年局にお

いて、市民からの問い合わせや相談などに応じ、「くらしの便利帳」に放課後児童クラブの

事業概要を掲載しております。 

また、本市ホームページにおいて、放課後児童クラブの実施場所や連絡先を掲載したう

え、令和６年３月から、希望する放課後児童クラブについては、それぞれの放課後児童ク

ラブのホームページへ移行できるよう、リンクの貼り付けを行うなど周知を図っておりま

す。 

 

担当 こども青少年局 企画部青少年課（放課後事業グループ）電話：06-6684-9568 

 

  



 

 

番 

号 
３．13 

項

目 
子どもの医療費助成制度の自己負担を撤廃し、完全無料としてください。 

（回答） 

本市のこども医療費助成制度は、対象者の方が医療を受けた場合の自己負担を軽減する

ために医療費助成を行っており、大阪府の補助金交付要綱に基づいて実施しています。 

大阪府の要綱において一部自己負担金が設けられており、無料にした場合の医療費等に

ついては、本市が独自に負担することとなります。 

現時点では、こども青少年への様々な事業を充実させるために、限られた財源のなかで優

先順位を付けて事業を推進していますので、一部自己負担額の撤廃につきましては困難で

あると考えています。 

なお、本市では、従前から大阪府市長会を通じて、国に対しまして、国の制度として福

祉医療費助成制度を創設されるよう要望を行うとともに、大阪府に対しても補助対象の拡

充について要望しています。 

担当 こども青少年局 子育て支援部 こども家庭課（医療助成） 電話：06-6208-7971 

 

  



 

 

番 

号 
３. 14 

項

目 
75歳以上の医療費負担軽減のため、老人医療費助成を再構築してください。 

（回答） 

大阪府の福祉医療費助成制度は、対象者や助成の範囲を改めるとともに、受益と負担の

適正化を図るため、平成 30年４月診療分から制度の変更が行われました。 

本市の福祉医療費助成制度は大阪府の補助制度のもと実施していますが、今後、高齢化の

進展等により所要額が増加し、財政を圧迫していくことが見込まれることから、持続可能な

制度を構築することが必要と考え、大阪府とともに制度の変更を行ったものですので、ご理

解くださいますようお願いいたします。 

なお、本市では、従前から大阪府市長会を通じて、国に対しまして、国の制度とし

て福祉医療費助成制度を創設されるよう要望を行うとともに、大阪府に対しても補助

対象の拡充について要望を行っています。 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（医療助成グループ） 電話：06-6208-7971 

 

  



 

 

番 

号 
３．15 

項

目 

難聴高齢者補聴器購入助成事業は利用しにくい内容になっています。ボランティア活

動等の条件削除、補助金の引き上げ、区役所での申請受付もできるよう改善してくだ

さい。また前年実績を教えてください。 

（回答） 

本市では、聴力機能の低下により外出等が困難な 65 歳以上の高齢者の方の“聞こえ”

をサポートし、周囲の方との交流や介護予防活動等の社会参加を支援するため、令和７年

４月１日より、「新たに購入した補聴器を活用しながら介護予防活動等を行っていただけ

る 65 歳以上の軽度・中等度の難聴の方」を対象に、補聴器購入費用の一部を助成してい

ます。 

本事業は、難聴が原因で外出等が困難な方に、購入された補聴器を活用して介護予防活

動等を行っていただくことで、難聴高齢者の社会参加を支援し、介護予防に資することを

目的としているため、介護予防活動等を行っていただくことを助成の要件としておりま

す。 

また、本事業の助成に係る上限の金額については、すでに 65 歳以上の高齢者に対して

補聴器の購入費用について助成を行っている他の指定都市や大阪府内の市町村の状況を

踏まえ、１人の対象者につき 25,000円を上限としております。 

加えて、迅速性や簡便性の観点から、郵送や行政オンラインシステムでの申請を基本と

し、申請の受付をはじめ、関連する書類の審査、助成の決定までを含めた業務のすべてを

福祉局で行っています。 

申請方法につきましては、本市ホームページや事業の案内冊子等に掲載していますが、

各区役所をはじめ、案内冊子を様々な場所で配布するなど、多くの方に手に取っていただ

けるよう、広く周知に努めてまいります。 

なお、前年度実績（令和７年度の申請件数）は 478件です。 

担当 福祉局 高齢者施策部 地域包括ケア推進課（介護予防推進 G） 電話：06-6208-9957 

 

  



 

 

番 

号 
３．16 

項

目 

生活保護基準は、2013年７月以前の基準に戻し、住宅扶助基準と冬季加算も元に戻す

よう国に働きかけてください。また夏季加算新設を国に要望してください。 

（回答） 

生活保護法による保護の基準等については、国により定められることとなっており、地方

自治体に裁量の余地はありません。 

なお、生活保護法の目的である最低限度の生活保障となるよう被保護者の生活実態に即

した基準を定めるよう国に求めています。  

 

担当 福祉局 生活福祉部 保護課 電話：06-6208-8012 

 

  



 

 

番 

号 
３．17 

項

目 

「生活保護基準訴訟」最高裁判決を踏まえた保護費の追加給付について、大阪市独自

の問い合わせ窓口を設け、追加支給は速やかに実施してください。 

（回答） 

令和８年７月１日に大阪市生活保護費等追加給付支給事務センターを開設し、追加給付

の概要や追加給付の対象、申出方法、申出後の進捗状況等をご案内しています。 

保護受給中世帯に対する支給は、国において、自治体の準備状況に応じて、順次支給を開

始し、令和８年度中の支給を想定とされているところ、本市では令和８年４月以降順次実施

しています。 

保護廃止世帯に対する支給は、国で全国の申出受付期間を統一的に設定しており、令和８

年８月１日から申出受付が開始されました。大阪市生活保護費等追加支給事務センターで

の申出受付後、書類の確認を経て、不備がなければ約１か月程度で支給しています。 

 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保護課 電話：06-6468-1170 

 

  



 

 

番 

号 

 

３．18 

項

目 

 

 

無料低額診療について利用案内の幅を広げてください。 

 

（回答） 

「無料低額診療事業」は、社会福祉法に基づく第二種社会福祉事業として、生計困難者のた

めに無料又は低額で診療を行う事業であり、本市内では 15箇所の病院、34箇所の診療所に

て本事業が実施されています。（令和８年４月１日現在） 

 当該事業の周知については、大阪市ホームページのほか、市民の皆さんのくらしに役立つ

情報をまとめた生活ガイドブック「大阪市くらしの便利帳」に当該事業の概要に関する記事

を掲載しています。 

 

担当 福祉局 総務課（法人監理グループ） 電話：06-6241-6541 

 

  



 

 

番 

号 
３. 19 

項

目 
大阪市の国保料を全国平均並みに下げてください。 

（回答） 

国民健康保険の事業運営は、保険料と国庫支出金等で賄う仕組みとなっており、事業を安

定して運営していくためには、保険給付費等の伸びに応じて、被保険者の方にも応分の負担

をお願いすることになります。 

平成 30年度の国民健康保険の都道府県単位化に伴い、大阪府においては、「大阪府国民健

康保険運営方針」に基づき、府内市町村の保険料は、被保険者間の負担の公平性の観点から、

府内のどこにお住まいでも「同じ所得・同じ世帯構成」であれば「同じ保険料額」とするこ

ととしており、本市としても、令和６年度に府内統一保険料率とする府の方針に沿った対応

を行ってきたところです。 

令和６年度以降は、前述の府の方針に基づき、これまで行ってきた市独自の保険料抑制策

を講じることができなくなりましたが、大阪府において、府内統一保険料率の抑制・平準化

を図るため、市町村において保険料の抑制等に使われてきた財源を大阪府に集約し、有効に

活用することなどによる財政調整事業の取組を実施しており、大阪府と本市を含めた代表市

町村等で構成する「広域化調整会議」等において、引き続き検討を進めていきます。 

また、高齢化の進展による保険料負担の急増や中間所得者層の保険料負担の緩和、今後の

医療費の増嵩などに耐え得る財政基盤の強化を図るため、更なる財政支援の拡充を求めると

ともに、医療保険制度間の保険料負担の公平化を図り、長期的に安定した制度となるよう、

国民健康保険の都道府県単位化にとどまらず、医療保険制度の一本化などの制度の抜本的な

改革の実施について、引き続き国に要望を行ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（管理グループ） 電話：06-6208-7961 

 

  



 

 

番 

号 
３. 20 

項

目 

国保料の所得減少減免措置についてその手続きを簡素化し、内容を充実させてくださ

い。 

（回答） 

保険料の全額負担が困難な世帯につきましては、「大阪府国民健康保険運営方針」におけ

る「府内統一基準」に基づき、災害を理由に所得割保険料、平等割保険料及び均等割保険料

を減免する制度のほか、倒産、退職、営業不振等を理由に、所得が前年と比較して３割以上

減少した世帯等に対し、所得割保険料を減免する制度を実施しているところであり、今後に

おいても、「府内統一基準」に沿った対応を行ってまいります。 

減免制度につきまして、６月の国民健康保険料決定通知書送付時に制度案内のビラを同

封するとともに本市ホームページにて周知を行っており、減免申請書もホームページから

ダウンロードすることが可能です。制度周知の手法等につきましては、今後とも大阪府及び

他市町村と協議を重ねて、より被保険者にとって分かりやすいものとなるよう努めてまい

ります。 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（保険グループ） 電話：06-6208-7964 

 

  



 

 

番 

号 
３. 21 

項

目 
国民健康保険の資格証明書の発行や被保険者証発行の保留を直ちにやめてください。 

（回答） 

本市では、納期限までに保険料を納付していただけない世帯に対して、督促状を送付す

るとともに、電話等による納付の督励を行っています。 

これによっても納付いただけずに滞納状態が改善されない世帯に対して、催告書を送付

して納付を促すとともに、来庁勧奨文書等により接触機会を図り、その世帯の実情把握に

努めるとともに必要に応じて減免制度や分割納付による納付方法をお示しするなど、各種

相談を実施することにより滞納状況が改善するよう努めています。 

また、特別の事情もなく、長期（１年以上）にわたって滞納している世帯に対しては、

国民健康保険法の定めにより、資格証明書の交付に代えて特別療養費の適用を行うことと

なりますが、その際にも、まず文書等で区役所窓口への来庁勧奨を繰り返し行い、来庁で

きない事情のある方についても、個々の実情把握に努めるとともに、弁明の機会を設け、

世帯主及び世帯員の疾病や世帯主の事業の休廃止等の「特別の事情」に該当しないか、慎

重に審査を行っています。 

なお、マイナ保険証への移行による保険証の廃止に伴い、短期証と資格証明書も廃止と

なりました。 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（収納グループ） 電話：06-6208-9872 

 

  



 

 

番 

号 
３. 22 

項

目 

国民健康保険証を廃止しマイナンバーカードに一本化すれば皆保険制度が覆されます。保

険証を復活するよう国に求めてください。また、復活まではマイナ保険証取得の有無にか

かわらず、全ての被保険者に資格確認証を届けてください。 

（回答） 

マイナンバー法等の一部を改正する法律の施行に伴い、令和６年 12 月２日以降、保険証は新

たに発行されなくなり、医療機関で受診等する際は、保険証の利用登録がなされたマイナンバー

カード（以下「マイナ保険証」といいます。）を基本とする仕組みに移行しました。  

法令等においては、各保険者は、マイナ保険証をお持ちの方には、ご自身の被保険者資格等を

簡易に把握できるよう「資格情報のお知らせ」を、マイナ保険証をお持ちでない方には、引き続

き保険診療を受けられるよう世帯主の申請に基づき「資格確認書」を交付することとされていま

す。 

なお、厚生労働省通知において、当面の間はマイナ保険証をお持ちでない方には、申請によら

ず資格確認書を交付することとされました。 

本市の国民健康保険におきましても、当該通知に基づき、同様の運用を行っているところです。 

本市といたしましても、引き続き市民の方々に安心して「マイナ保険証」をご利用いただける

よう、マイナ保険証を基本とする趣旨やメリットについて丁寧な広報・周知に努めているととも

に、国民が納得できる丁寧な説明や制度の周知徹底を図るよう国に要望しているところです。 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（保険グループ） 電話：06-6208-7964 

 

  



 

 

番 

号 
３. 23 

項

目 
全国一高い介護保険料を引き下げてください。また、減免措置を充実させてください。 

（回答） 

介護保険制度は、高齢者の介護を社会全体で支えるために創設された社会保険制度であ 

り、50％の公費負担と 50％の保険料負担により制度設計されており、受益と負担の関係か 

ら、多くの方がサービス利用されれば保険料も上がる仕組みとなっております。 

本市では一人暮らしの高齢者や低所得者が多く、また、全国と比べると認定率が高く、介

護サービスを受けられる方が多い状況となっており、介護サービスに係る費用も大きくな

っております。令和６年度から令和８年度までの第９期の介護保険料につきましては、こう

した状況に加え、介護保険料に直結する国の介護報酬の改定等の影響により、基準となる月

額保険料を 9,249円と設定させていただいたところです。 

 なお、低所得者の保険料軽減として、平成 27年度からは、国による「公費投入による低

所得者保険料軽減」の実施により、本市においても、低所得者の保険料軽減として保険料段

階が第１段階から第４段階の方を対象として実施しております。 

また、本市では、保険料段階が第１段階から第４段階で、世帯全員が市町村民税非課税で

生活に困窮しておられる方に、第４段階の保険料の２分の１に相当する額まで軽減する 制

度を設け、実施しております。 

担当 
福祉局 高齢者施策部介護保険課（管理 G）     06-6208-8028  

福祉局 高齢者施策部介護保険課（保険・給付 G）  06-6208-8033 

 

  



 

 

番 

号 
３．24 

項

目 

医療機関の倒産・廃業が増えています。コロナ禍では病床の不足が問題になりました

が、さらなる不足は市民に不安を与えます。大阪市の現状の取り組みを教えてくださ

い。 

（回答） 

本市では、医療法第 30条の４に基づく「大阪府医療計画」により、初期救急や小児・周

産期医療体制をはじめ、地域の実情に応じた医療提供体制を確保するため、保健医療協議会

等での意見を踏まえながら、大阪府と連携し、地域医療提供体制の構築に取り組んでいま

す。 

また、高齢化の進展等に伴う今後の在宅医療の需要の増大を見据え、退院支援や急変時の

対応等、在宅医療を支える医療機能の確保についても、地域の実情を踏まえて、大阪府と連

携し取組みを進めています。 

 

担当 健康局 健康推進部 健康施策課 電話：06-6208-9940 

 

  



 

 

番 

号 

 

４．１ 

項

目 

自衛隊員募集のための名簿提供は中止し、市民の名簿を本人の同意なしに提供しない

でください。 

（回答） 

防衛大臣が行う自衛官等募集事務は、自衛隊法第 29 条第１項及び第 35 条の規定に基づ

くものであり、また、自衛隊法施行令第 120 条において、「防衛大臣は、自衛官又は自衛官

候補生の募集に関し必要があると認めるときは、都道府県知事又は市町村長に対し、必要な

報告又は資料の提出を求めることができる。」と規定されているところです。 

 

このため、自衛隊への住民基本情報の提供については、個人情報の保護に関する法律（以

下、個人情報保護法）第 69条第１項の「法令に基づく場合」に該当するものと解され、自

衛隊法及び自衛隊法施行令の規定の趣旨に基づき、本市の保有個人情報である住民基本台

帳記載事項のうち、氏名、生年月日、性別及び住所について、防衛大臣に提供を行っており

ます。 

 

本市から提供した上記の情報については、個人情報保護法において、行政機関におけるそ

の保有・利用等について適切な取扱いを行うことが規定されており、加えて、本市と自衛隊

の間で、目的外利用等の禁止や利用後の廃棄措置等を詳細に定めた覚書を交わし、確実な個

人情報保護を図っております。 

 

自衛隊への個人情報の提供を望まない方については、申出いただくことにより、提供する

情報から除外する措置を行っております。除外申出の方法や期限等については、本市ホーム

ページや SNS、各区役所窓口等でのチラシや除外申出書の配架、庁舎内のポスター掲示、

各区広報紙への記事掲載等により案内しております。多くの市民に除外の申し出に関する

情報が行き届くよう、引き続き広報周知に取り組んでまいります。 

 

 

担当 市民局 総務部 住民情報担当 電話：06-4305-7345 

 

  



 

 

番 

号 
４．② 

項

目 

「旭区民まつり」に自衛隊が参加するのは場違いです。自衛隊の参加は中止してくだ

さい。 

（回答） 

区民まつりは、地域住民の交流や防災意識、住民の安全・安心の向上を目的に開催してい

ます。 

自衛隊から参加の申出があった場合は、災害対応の紹介や防災啓発を目的とし、自衛隊員

の勧誘活動や政治的な宣伝は一切行わないことを主催者として確認しています。 

自衛隊は、警察や消防と同様に、災害時に大きな役割を担う組織であるため、防災啓発の

一環として住民の安全・安心に資するべく、防災・減災に関する情報提供や装備の展示など、

住民の皆さまにとって有益な「防災に関する情報提供」に限定したうえで参加していただき

ます。 

担当 旭区役所 地域課 電話：06-6957-9734  

 

  



 

 

番 

号 
４．③ 

項

目 

 平和の大切さと原爆の恐ろしさを共有するため、旭区主催で「原爆展」を開催して

ください。また、旭区原水協などが開催している原爆展への協賛、後援、広報「あさ

ひ」への開催案内掲載などを行ってください。 

（回答） 

旭区役所では、各種の取組を行うことで、区民・市民への様々な啓発を行っております。

各種啓発につきましては、様々な課題が多くありますが、社会的状況等を鑑みながら、限

られた予算の中で事業を進めております。今後とも事業検討を行い、適切な啓発を進めて

まいります。また、市民団体開催事業への協賛・後援につきましては、事業の趣旨や内容、

具体的な協力内容等を踏まえ、行政の公平性・中立性を確保しながら、個別に判断してま

いります。 

（下線部について回答） 

 

 

担当 旭区役所 地域課 電話：06-6957-9734  

 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
４．③ 

項

目 

平和の大切さと原爆の恐ろしさを共有するため、旭区主催で「原爆展」を開催してくだ

さい。また、旭区原水協などが開催している原爆展への協賛、後援、広報「あさひ」へ

の開催案内掲載などを行ってください。 

（回答） 

「広報あさひ」への掲載については、「区広報紙『広報あさひ』掲載記事に関する運用基

準（ガイドライン）」に基づき、区の施策及び事業や区の主催及び共催する行事や事業等を

掲載する事としています。なお、原則として後援事業は掲載の対象外としております。 

（※下線部について回答） 

担当 旭区役所 企画課 電話：06-6957-9683 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

番 

号 
４．⑤ 

項

目 

区民センターの利用については、区主催の行事以外は区民に対して公平に行ってくだ

さい。また利用料を引き下げてください。一般申し込み受付以前に優先使用が受け付

けられている実態を明らかにしてください。 

（回答） 

区民センターは、コミュニティ活動の振興並びに地域における文化の向上及び福祉の増 

進を図るとともに、市民の集会その他各種行事の場を提供することにより市民相互の交流 

を促進し、もって連帯感あふれるまちづくりの推進に寄与することを目的とする会館とな

っております。 

また、利用料金につきましては、大阪市区役所附設会館条例及び大阪市区役所附設会館

条例施行規則において、より多くの方々に利用いただけるよう、部屋の広さや目的、時間

帯に合わせた料金を設定しております。 

なお、区民センターの使用許可の申請につきましては、大阪市区役所附設会館条例施行

規則第２条第２項により、使用期日の６月前の日から受理するものとされております。  

ただし、市長が特別の事由があると認めるときは、同日前においても受理することがある 

としており、旭区民センターでは、次の①～④の使用について、使用期日の９月前を限度 

として優先して使用申請を受けることができるものとしております。  

①大阪市や区民センターの指定管理者が主催又は共催する事業を行うための使用等であ 

って、旭区におけるコミュニティ活動の振興並びに地域における文化の向上及び福祉の増 

進に直接寄与するものと認められるもの  

②公職選挙法に基づき、旭区選挙管理委員会が投開票又は選挙会を執行するための使用  

③行政機関及びこれに準ずる機関が旭区民を対象とした事業を行うための使用  

④子どもの教育環境の充実に直接寄与すると認められるもの  

なお、①及び④につきましては、大阪市立旭区民センター使用許可及び使用期間等にか

かる取扱要綱において、優先して使用申請を受けることができる団体名等を定めるととも

に、使用日時や使用室名等を区民センター内に事前に掲示を行うこと（申請のあった日の

7 日以内から、使用期日の 6 月前の日まで）を同要綱に定めて公表しており、手続きの透

明性の確保に努めています。 

担当 旭区役所 地域課 電話：06-6957-9734 



 

 

番 

号 
４．⑤ 

項

目 

区民センターの利用については、区主催の行事以外は区民に対して公平に行ってくだ

さい。また利用料を引き下げてください。一般申し込み受付以前に優先使用が受け付

けられている実態を明らかにしてください。 

（回答） 

旭区民センターをはじめとする各区役所附設会館につきましては、大阪市区役所附設

会館条例及び大阪市区役所附設会館条例施行規則において、より多くの方々に利用いた

だけるよう、部屋の広さや目的、時間帯に合わせた料金を設定しております。  

今後ともより多くの方々に利用いただけるよう、利用者へのサービス向上に取り組

み、コミュニティ活動の振興に寄与するための施設としての役割を果たしてまいりま

す。 

（※下線部について回答） 

担当 市民局 総務部 施設担当  電話：06-6208-7327 

 

  



 

 

番 

号 
４．⑥ 

項

目 

 

城北市民学習センター跡(現大阪市保育・幼児教育センター)ほか、区内にある公共施

設の使用状況を点検し、空き室のある施設についてはその一部を貸室として区民に利

用する便宜を与えてください。 

（回答） 

大阪市保育・幼児教育センターにつきましては、本市の保育・幼児教育の充実を図るた

めの研修施設であり、研修事業に支障をきたすことがないよう、諸室を確保、使用するた

め、利用対象を市内の保育所・幼稚園等の就学前教育・保育施設の教職員及び団体として

おります。 

担当 こども青少年局 保育・幼児教育センター 電話：06-6952-0173 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 
４．⑥ 

項

目 

城北市民学習センター跡（現大阪市保育・幼児教育センター）ほか、区内にある公共施

設の使用状況を点検し、空き室のある施設についてはその一部を貸室として区民に利

用する便宜を与えてください。 

（回答） 

地方自治法におきましては、普通地方公共団体が所有する公有財産について、その用途

又は目的を妨げない限度において貸付け等ができると規定されております。また、同法の

規定に基づき、大阪市におきましては、公有財産を所管する各所属において、未利用財産

に係る貸付け等の公募等により有効活用に努めております。 

（※下線部分について回答） 

 

 

 

 

 

 

 

担当 旭区役所 総務課 電話：06-6957-9625 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

番 

号 

 

４．７ 

項

目 

物価高騰の影響を受けている小規模事業者に対する無利子無担保融資を実施してくだ

さい。また、中小業者支援に関する担当部門を各区に設置してください。 

（回答） 

本市では、市内中小企業者の資金調達の円滑化を図るとともに、その振興、発展を支援

するため、中小企業者が必要とする事業資金を大阪信用保証協会の保証を付けて融資する

制度融資を実施しています。 

具体的には、経営環境の変化等により売り上げが減少している市内の小規模企業者を対

象とした「大阪市経営支援特別融資」や、設備投資を行うことで経営基盤の強化を図ろう

とする市内中小企業者を対象とした「大阪市設備投資応援融資」を実施しており、貸出金

利を低く抑えることで利用者の負担軽減を図っております。 

今後についても、市内中小企業の実情やニーズを把握し、関係機関等との連携のもと中

小企業者の資金調達の円滑化に努めてまいります。 

（※下線部について回答） 

担当 経済戦略局 産業振興部 企業支援課（資金支援担当） 電話：06-4256-3529 

 

  



 

 

番 

号 

 

４．８ 

項

目 

地域の商店街の営業・運営が困難になっています。商店街への援助金を含めた支援対

策を強化してください。 

（回答） 

商店街支援施策としては、これまで活性化に取り組み成果をあげている市内商店街キー

パーソンや専門家を派遣する「あきない伝道師による商店街強化事業」により、実践的な

取組等の支援を行っております。  

また、商店街が新たな魅力づくりに向けて地域の安全・安心や来街者の利便性向上のた

めに取り組むハード事業（アーケード、街路灯の整備など）にかかる事業費の一部助成を

行っております。 

担当 経済戦略局 産業振興部 産業振興課（商業担当） 電話：06-6615-3781 

 

  



 

 

番 

号 

 

４．９ 

項

目 
関西電力の大株主として原発から撤退と再エネ中心にするように提言してください。 

（回答） 

大阪市は、関西電力株式会社の株主として、同社の定時株主総会において、平成 24年度

第 88回から毎年度、株主提案を行っており、再生可能エネルギーの最大限の導入や新技術

の開発に積極的に取り組むなど、ゼロカーボンの実現につながるエネルギー源の導入を推

進するとともに、原発が抱える課題の早急な解決を求めております。 

原発については、ひとたび過酷事故が発生すると広範囲での回復不可能かつ甚大な被害

が想定されます。また、使用済燃料の中間貯蔵施設の候補地が未だ決まらず、最終処分方

法も確立されていない中で、増え続けている使用済燃料について処理の見通しが立たない

まま、ツケを将来世代に回すことは、断じて許されることではなく、株主提案では、これ

らの課題の早期解決を求めています。 

 

担当 環境局 環境施策部 環境施策課（エネルギー政策担当） 電話：06-6630-3483 

 


